日陰

費用負担要件

公共事業の施行に係る公共施設の設置により生じた日陰により、住宅等の居住者等に社会生活上受忍すべき範囲を超える損害等が生じると認められる場合においては、当該損害当をてん補するために必要最小限の費用を負担することができる

単に土地の所有者、居住していない家主、は対象外家賃減収資、産価値減少も対象外

費用負担の対象者は、住宅等の居住者等

居住者等は住宅、寄宿舎、下宿、又は有料老人ホームの居住者と施設利用者

日陰時間

公共施設の設置後の日陰時間　冬至の真太陽時による午前8時から午後4時

第1種低層住居専用地域　1階4時間　2階3時間

第1種中高層住居専用住宅 5時間住宅4時間　2階4時間　3階3時間

第1種住居　　6時間住宅5時間　2階5時間　3階4時間

居室の開口部の中央が日陰になる時間、開口部の中心は図心　同一壁面に開口部が複数のときは開口部全体の図心、開口部の面積が異なる場合は大きいほうの図心

複数の壁面に開口部を有する場合は中央部の時間を合算した時間ただし時間が重複するときは一つの開口部として計算

方位補正は　基準8時間 南東で7時間 東南東で5.5時間 東で4時間

費用負担は　暖房費　証明費　乾燥費　その他の経費

午前9時の外気平均気温が10度以下になる期間のうち平均晴天日数　過去3年年間の平均

費用負担となる居室の面積　ただし居室の床面積が開口部の大きさに対して著しく大きい時は適正に補正する

暖房器具の使用により確保するために必要な光熱費並びに暖房器具の償却費及び保守費

住宅の所有者でおおむね30年、借家人でおおむね5年

照明は晴天日数　照明器具の電気代　器具の償却費　保守費　

乾燥は　乾燥機の償却費　保守費　電気代

複利年金原価率

その他経費　その他の不利益

請求は工事完了の日から1年まで

費用は現金　渡切

電波障害

私法上の権利義務関係を根拠として費用負担を制度に定めるのは現段階ではふさわしくない

三者の関係

1住民に障害解消のための急激な経済負担を求めることは公平ではなく暫定的に通常の受信ができるように適切な措置を講ずべき

2.受信障害対策に必要な費用を永久負担する必要はない

3.起業者は当面の受信施設対策について措置すべき

公共施設の施行に係る公共施設の設置により生じたテレビジョン電波受信障害により、自ら有するテレビジョン受信施設によりテレビジョン電波の受信を行ってるもの又は共同受信施設を有し、かつ、共同受信施設を通じテレビジョン電波を各戸に伝送するもの 社会生活上受忍すべき範囲を超える傷害等をてん補するために必要な最小限度の費用をふたんすることができるものとする
後住者には負担しない

電波障害は遮蔽障害を対象

電波は直進性があるため　障害物の高さが確定すれば入射角と反射角との関係で想定可能であるが実際は障害物の構造等が複雑に絡んでいる

反射障害も付近に複合障害となる原因がなく、公共施設の設置によって発生した電波障害であるこちが確実に証明できる場合は所要の対策を講じることができる

後住者についても共同受信施設の利用の申出にていして有料加入までひていするものではない

受信チャンネルのいずれか1つについて受信品位が5.34.が2近い3.2.1なる場合　なおこの判定ｍのため公共施設の設置に係る工事の着工前及び着工後においたテレビジョン電波の受信状況を把握するに際しては、日本放送協会等の専門の知識及び技術を有する機関の協力を得るものとする

いずれか１つ　一般的に見るチャンネル

費用負担　

通常のテレビジョン電波受信を可能とし、かつ、技術的及び経済的に合理的と認められる方法による改善措置に要する費用から従前の受信方法を行うための費用を差し引く

共同受信施設の設置　都市部で電波障害が多数で広範囲

個人受信施設の設置　障害が点在し範囲が狭い場合

受信施設の移設又は改良その他必要な処置　障害が軽微で世帯がすくないとき

１から3以外の改善方法 有線テレビ放送利用　経済比較を行い　国民経済に2投資をさける

20年間

負担額＝設置費＋維持管理費＋その他の経費

共同受信施設の設置により改善する場合には　原則として、共同受信施設に係る受信者全員の同意を得て設立された組合の代表者に対し、共同受信施設の現物及びその他改善措置に要する費用に対する金銭又は金銭をもってするものとする。その他の場合には、受信者別に金銭をもってする

費用は渡切とする

アナログ放送の適用は平成23年3月までとする

諸経費　電気料、共架料、道路占用料、借地料、災害保険料

保守費　

機械機器損料

経費保守費に係る経費

水枯渇

地下水の枯渇等の損害に対しててん補処置を講ずる

公共事業に係る工事の施工により生じた起業地以外の生活用水、農業用水等の不可避的な枯渇又は含水により、使用してる者に社会生活上受忍すべき範囲を超える障害が生ずるとみとめられる

施設の用水使用としての水枯渇は対象にならない。単に水を汚染だけでは対象にならない

工事の施工により地下水位が下がりそれが原因で生活用水等に土砂の粒子等による濁りが諸自他場合は補償の対象となる

不可避的に生じたものである。設計、施行面において工事施工予定地及びその周囲地区の現場条件を的確に把握した上で、水枯渇等の発生の恐れがあると判断される場合には障害等を発生させず、又は最小限に止めるための有効かつ適切な防止又は軽減措置を講じた場合

用水使用者　土地所有者、策地権者、耕作者等土地に用益権を有するもの及び借家人が該当するが、借間人、同居人は含まれない

公共施設の管理者も、公共施設の機能、特性からこの要領により処理することが適当でないものと認められるものを除いて適用

水枯渇等の措置を迅速かつ的確に行うため　特に因果関係の有無の把握の短期化、迅速化を図る

調査を行う範囲は起業地とその周辺地域

調査は工事の着手に先立って行う

水位、流量　因果関係　水質　水の使用可能かの判断　水脈 発生と工事の関係　地形　地質　枯渇の発生の予告　　地下水伏流水　被害発生の範囲　受忍の範囲 　用水の使用量 受忍の範囲　井戸 事前の措置、応急処置　

水道又は簡易水道　水道法の運用にかぎらず水道法適用外の簡易水道も含む

他人の土地又は工作物に立ち入つて調査を行おうとするときは、あらかじめ土地の占有者にその旨の承諾をえる

調査の目的

1.当該施設に起因してるものか

2.複合原因となっているものか

3.水枯渇等が一時的なもので復水する可能性があるか

4.復水の可能性があればいつ頃復水するか

申出は用水使用者であれば被害をうけたものでなくてもいい　地区の代表者　口頭

水枯渇等が発生したことにより、生活用水の確保に支障があり受忍の範囲を超える障害等が生ずると見込まれる場合において当該工事による影響と認められ、かつ、緊急に処置を講ずる必要が認められるときは合理的かつ必要な範囲で、給水用の車両を配置し、又は仮設の水道等を敷設する等の処置

応急処置は起業者が行う

応急処置は、受忍の範囲を超える損害等の発生が見込まれればよく、因果関係も工事による影響と認められれる程度の状況判断でいい

仮設水道を敷設した場合における水道料は、企業者が水道事業者に支払うことが妥当である

市町村の水道事業者に給水タンク者等の配備を要請したり工事の請負者に借仮用水工事を依頼

費用負担

てん補するために必要な最小限の費用を負担

必要な水量は、既設の施設による使用実績水量　日常通常人が通常の使用方法で使用すると認められる場合の有効水量

1.既存の揚水設備による取水可能水量

2.近隣における同一用途に揚水使用量

3.水道等の使用実績調査等における同一用途の用水使用量

既存の施設には湧水又は渓流の水を自然な状態で取水する自然施設も含まれる

機能回復を行う方法としては　既設の施設を改造する方法　代替施設を新設する方法

生活用水　おおむね30年 将来水道等が計画されてる時は計画を考慮した年数 借家人はおおむね5年とする

農業用水はおおむね15年を限度農業等の継続を考慮しておおむね30までを可能とした市街化区域もしくは住宅見込み地いあってはおおむね10年とする

年平均変化経常費には、揚水機等の償却費は含まないものとする

その他経費は施設の改造費と維持管理の増加分の合計額の10％

施設の新設費は必要水量を確保し得る足りる施設を新設するに必要とする工事費

用水使用者が組合を設立し水道等を敷設するする場合には、組合の敷設にかかる工事費と各個人にかかる工事費と区分して費用負担を算定

作付け転換前は　土地に作付けされてる過去3年間の平均収量　費用負担時の農作物価格

作付け転換後は 地域で作付けされてる一般的な作物の過去3年間の平均収量を基準として当該背供物と土地に作付けしたと見込まれる収量に費用負担時の農作物価格

おおむね30年　市街化区域　宅地見込み地は10年

農作物は　収穫期に近ければ期待収益をその他の時期は投下経費を負担する枯死した農作物は処分価格はみない

養殖物は 市場価格があると認められるものには処分価格、市場価格が無いものについては投下価格 

建物損傷

事業損失が不可避的に発生した場合は、工事と被害の因果関係を明確にし、受任の限度を超えるかについては実害の程度等により判断することになる

不可避的に発生した地盤変動により、建物その他の工作物に損害等が生じた場合の費用負担

その他の工作物　建築設備、構築物、門、塀、庭園設備、コンクリート叩

公共事業としては、土地収用法その他の法律により土地等を収用し又は使用できる事業を公共事業とした

申し出人　建物の所有者、使用賃借又は賃貸借により建物を使用する人

応急措置は、工事の請負人に直接支払うことが出来る

応急処置の方法等は被害者の事前の同意をとること

1. 公共工事と損害に因果関係があること

2. 被害の程度が被害者にとって社会生活上受忍の範囲を超えてるか

建物等の全部又は一部が損傷し又は損壊することにより建物が通常有する機能が損なわれる場合

因果関係の証明は　起業者が行う

過去の事業損失の類型ごとの判定事例を参考とする

通常有する機能とは、建物が平均的に有してると判断される機能であり、具体的には、建物の存する地域において、同種の用途、同程度の使用機期間に係る建物群において総合的に判断し得ることのできる機能

建物の損傷箇所を修復する方法 建物に生じた損傷が構造的損傷を伴っていないため　壁、床、天井等の仕上げ部を補修することによった原状回復を行う

建物の構造部を矯正する方法　構造的損傷を伴っているため、基礎、土台、柱等の構造部を矯正下上で修復をすることにより原状回復を行う

建物を復元する方法　損傷が建物全体に及び矯正では原状回復が困難である場合　従前の建物に照応する建物等を建設することによって原状回復

建物の所有者又は使用者が応急措置を講じた場合は、適正に算定した額を負担する　合理的と認められる額　

被害者が応急措置を要する条件を満たしていないにもかかわらず、措置を講じた場合には、費用は負担しない

被害者が講じた措置が恒久的に利用できる場合においては、応急措置に要する費用の負担に代えて、原状回復に要する費用の負担とすることができるものとする

被害者が応急措置に要した費用を負担する時期は、被害者から講じた措置に係る費用負担の申し出があったときとする

建物が著しく損傷したことによって建物等の所有者又は使用者が仮住所の使用、営業の一時休止等を余儀なくされることによる損傷等については、その障害等の程度に応じて「損失補償基準」に定めるところに準じて算定した額を負担することができる

損害を受けた営業用建物の修復工事期間中、営業休止を余儀なくされる場合の「営業休止期間中の得べかりし利益」及び「休業中でも固定的に支出を要する経費」ついては、建物損傷と綿密な関係を有するので費用負担の対象になると考えられる。ただし、得意先喪失は補償しない

精神的慰謝料も現時点では請求しない

新しい建物　

　建物の経過年数が建築後１０年未満のものとする　建物が経過年数１０年以上であっても維持管理の状態が良好と認められるものは含む

工事騒音

公共施設の建設又は維持管理に係る工事の施工に起因して発生する騒音により、病弱者その他騒音により健康又は生活に支障が出ると認められる者に社会生活上受任すべき範囲を超える障害等が生じると認められる場合の費用の負担等に関する事務処理

対象者　病弱者、高齢者、妊産婦、乳幼児、夜勤者が該当

工事騒音は、その騒音値が法令の基準を満たし違法状態になく、一定期間以上継続して発生するものであること　　

暗騒音値　その場所に存在してる対象の音以外の騒音をいう

健康上の支障　工事騒音の発生に伴い健康状態が悪化し、又は発病した場合（原則として医師の診断があること）

生活上の支障  工事騒音に係る環境基準に定める値を超えた工事騒音の発生に伴い睡眠等に支障が生じた場合

費用負担の要件を満たしているか最終的な判断を行うのが起業者である

夜勤者が昼間の睡眠ができなくなる等の生活上の支障に対しては、環境基準値が「生活環境を保全し、人の健康の保護に資する上で維持されることが望ましい基準」　これを満たしてる場合は費用負担を行うことは適当でない

工事騒音が生じている時間帯に主として生活の場としている１室とすべき

申し出人は病弱者本人 

病弱者等に代わり建物所有者に防音工事費を負担することとした場合費用負担の契約において覆行を確保する条項を記載することが適当

測定場所は、暗騒音、工事騒音とも建物の屋外とし同一点で行う

費用負担は　原則は病弱者に金銭をもって行うものとする。　病弱者等が同意し建物所有者が当該工事の実施を確約した場合には、建物所有者に対して費用の負担をすることができるものちする

農作物

公共施設の設置により生じた日陰により、農地において農作物を生産してる者に社会生活上受任すべき範囲を超える損害等が生ずると認められる場合の費用の負担等に関する

農地は耕作の目的に供されてる土地、農家庭菜園は該当しない

対象者は、農業生産者は、工事の完了前から耕作し、農作物を生産してる土地所有者と地上権、永小作権又は賃貸権の権利を有する者で、自作農、小作農、農業生産法人も含む

公共施設の設置後の日陰時間が設置前に比して増加したことを確認できれば足る

農産物価格は、費用負担時における生産者価格とする

費用負担は　おおむね３０年を限度とする　宅地見込み地はおおむね１０年を限度とする

原則として農業生産者に金銭をもって行うもの

日陰時間と農作物の収穫高の減少との関係につき農業試験場等による調査結果の見地があり、日陰時間の増加により農作物の収穫高が減少し、農業生産者に受忍の限度を超える損害が生じると認められる場合においては　発生前においたも、算定した減収額を負担することができる

